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第１   目   的 

この基準は、消防法施行令（昭和36年政令第37号）及び消防法施行規則（昭和36年自治

省令第６号）の規定に基づき設置される消防用設備等について、技術基準の法令解釈及び

運用並びに指導基準を明確にし、当市における審査事務の円滑な運用を図ることを目的と

する。 

 

第２   用   語 

１ 「法」とは、消防法（昭和23年法律第186号）をいう。 

２ 「政令」とは、消防法施行令（昭和36年政令第37号）をいう。 

３ 「省令」とは、消防法施行規則（昭和36年自治省令第６号）をいう。 

４ 「危政令」とは、「危険物の規制に関する政令」（昭和34年政令第306号）をいう。 

５ 「条例」とは、大和市火災予防条例(昭和37年大和市条例第8号)をいう。 

６ 「予防規則」とは、大和市火災予防規則（昭和59年大和市規則第30号）をいう。 

７ 「建基法」とは、建築基準法（昭和25年法律第201号）をいう。 

８ 「建基令」とは、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）をいう。 

９ 「通常用いられる消防用設備等」とは、法第17条第1項の関係者が、政令第10条から政

令第29条の３までの規定により設置し、及び維持しなければならない同項に規定する消防

用設備等をいう。 

10 「必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等」とは、法第17条第１項

の関係者が、通常用いられる消防用設備等に代えて、省令で定めるところにより消防長又

は消防署長が、その防火安全性能が当該通常用いられる消防用設備等の防火安全性能と同

等以上であると認めるものをいう。 

11 「ＪＩＳ」とは、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第17条第１項の日本産業規格

をいう。 

12 「主要構造部」とは、建基法第２条第５号に規定するものをいう。 

13 「特定主要構造部」とは、建基法第２条第９号の２イに規定するものをいう。 

13 「耐火構造」とは、建基法第２条第７号に規定するものをいう。 

14 「準耐火構造」とは、建基法第２条第７号の２に規定するものをいう。 

15 「防火構造」とは、建基法第２条第８号に規定するものをいう。 

16 「その他の構造」とは、耐火構造及び準耐火構造以外の構造をいう。 

17 「不燃材料」とは、建基法第２条第９号に規定するものをいう。 

18 「準不燃材料」とは、建基令第１条第５号に規定するものをいう。 

19 「難燃材料」とは、建基令第１条第６号に規定するものをいう。 

20 「防火設備」とは、建基法第２条第９号の２ロ及び第64条に規定するものをいう。 

21 「特定防火設備」とは、建基令第112条第１項に規定するものをいう。 

22 「防火戸」とは、建基令第109条第１項に規定するものをいう。 

23 「特定防火戸」とは、特定防火設備のうちの防火戸をいう。 

24 「常時閉鎖式」とは、随時開くことができる自動閉鎖装置付きのものをいう。 

25 「随時閉鎖式」とは、随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖

するものをいう。 

26 「防火ダンパー」とは、建基令第112条第16項に規定する構造の特定防火設備をいう。 

27 「避難階段」とは、建基令第123条第１項及び第２項に規定するものをいう。 

28 「屋外避難階段」とは、建基令第123条第２項に規定するものをいう。 

29 「特別避難階段」とは、建基令第123条第３項に規定するものをいう。 

30 「認定品」とは、省令第31条の４に定める登録認定機関により認定を受けた消防用設備

等又はこれらの部分である機械器具をいう。 

なお、登録認定機関により認定を受けた消防用設備等又はこれらの部分である機械器具

は、第１－１表に示すものであること。 

31 「受託評価品」とは、法第21条の２第１項に規定する検定対象機械器具及び認定品以外
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の消防の用に供する機械器具等のうち、日本消防検定協会が定める技術基準に適合してい

るものをいう。 

32 「特定防火対象物」とは、政令別表第１⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項、⑼項イ、⒃

項イ、(16の2)項及び(16の3)項に掲げる防火対象物をいう。 

33 「非特定防火対象物」とは、政令別表第１に掲げる防火対象物のうち、特定防火対象物

以外の防火対象物をいう。 

34 「特定用途」とは、政令別表第１⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項又は⑼項イに掲げる

防火対象物の用途をいう。 

35 「無窓階」とは、建築物の地上階のうち、省令第５条の５で定める避難上又は消火活動

上有効な開口部を有しない階をいう。 

36 「常用電源」とは、停電時以外の場合、常に用いられる電源をいう。 

37 「非常電源」とは、火災等の際、停電した場合でも消防用設備等が使用できるように設

けられる電源をいう。 

 

第３    運用上の留意事項 

１ 本基準は、消防用設備等の技術上の基準のうち、政令又は省令に定める以外の、消防機

関として有する火災等の災害に係る知見及び消防用設備等に係る技術背景等から、防火対

象物の用途特性に応じた安全対策を向上するために、当市が付加した行政指導事項である。 

２ 本基準の適用にあたっては、法令等の抽象的又は解釈、裁量の余地がある部分について、

また、指導基準となる部分については、関係者に説明を十分行い、協力を得た上で指導す

ること。 

３ 消防用設備等の設置については、防火対象物に火災が発生した場合の覚知、通報、避難、

消火及び延焼防止を含む消火活動等の防災対策を総合的な視野に立って審査すること。 

４ 消防用設備等に関する各種技術開発が著しいことから、これらの消防用設備等の機能、

信頼性等を十分把握するように努め、実態にあった指導をすること。 

５ 消防用設備等のうち、自主設置のもの及び他の法令に基づいて設置するものについても、

原則として、本基準を適用するものとすること。 

６ 本基準中の印は以下のとおりとする。 

無印：法令基準（法令解釈又は運用基準を含む。） 

▲：行政指導基準であることを示す印 

●：法令基準に行政指導を加えた基準を示す印 

 

第４    基準の範囲 

 この基準は、政令及び省令に定める以外の事項で、第１に定める目的に必要なものを定める

ものとする。 



 

 

 

第１－１表 

 

○消火設備 

省 令 
消防用設備等又はこれらの部分である

機械器具 
告示〔略称〕 登録認定機関 

〇第11条の２第２号  

〇第12条第１項第１号の２  

〇第13条の６第４項第７号  

〇第18条第４項第３号の２  

〇第22条第１号の２  

屋内消火栓設備の屋内消火栓及び放水

に必要な器具、スプリンクラー設備の

補助散水栓及び放水に必要な器具、泡

消火設備の消防用ホース並びに屋外消

火栓設備の放水用器具 

屋内消火栓設備の屋内消火栓等の基準（平成25年３月消

防庁告示第２号）〔屋内消火栓等告示〕 

日本消防検定協会 

(一財)日本消防設備安全センター

（放水口） 

○第12条第１項第６号ニ(ﾛ)及びホ(ﾛ) 

〇第14条第１項第10号  

〇第16条第３項第２号の２  

〇第18条第４項第８号  

〇第22条第８号  

合成樹脂製の管及び管継手 
合成樹脂製の管及び管継手の基準（平成13年３月消防庁

告示第19号）〔合成樹脂管等告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第12条第１項第６号ホ(ｲ)並びにト(ｲ)及びロ 金属製管継手及びバルブ類 
金属製管継手及びバルブ類の基準（平成20年12月消防庁

告示第31号）〔金属製管継手等告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第12条第１項第７号ニ 

ポンプ方式の加圧送水装置 
加圧送水装置の基準（平成９年６月消防庁告示第８号）

〔加圧送水装置告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 圧力水槽方式の加圧送水装置 

加圧送水装置の制御盤 

〇第14条第１項第６号へ スプリンクラー設備の送水口 
スプリンクラー設備等の送水口の基準（平成13年６月消

防庁告示第37号）〔送水口告示〕 
(一社)日本消防放水器具工業会 

〇第13条の４第２項、同条第３項第１号  

〇第13条の６第１項第５号、同条第２項第５号  

〇第14条第２項第３号  

放水型ヘッド等を用いるスプリンクラ

ー設備 

放水型ヘッド等を用いるスプリンクラー設備の設置及び

維持に関する技術上の基準の細目（平成８年８月消防庁

告示第６号）〔放水型ヘッド等基準告示〕 

日本消防検定協会 

〇第19条第２項第４号、同条第３項第４号  

〇第20条第１項第４号、同条第２項第２号  

〇第21条第１項第３号及び同条第２項第２号 

不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消

火設備及び粉末消火設備の噴射ヘッド 

不活性ガス消火設備等の噴射ヘッドの基準（平成７年６

月消防庁告示第７号）〔噴射ヘッド告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 
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〇第19条第５項第６号の２、第８号、第９号

ニ、第12号及び第13号ハ 

〇第20条第４項第４号イ、第６号の２、第８号

及び第11号 

〇第21条第４項第３号ロ及びハ、第５号の２並

びに第12号 

不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消

火設備及び粉末消火設備の容器弁、安

全装置及び破壊板 

不活性ガス消火設備等の容器弁、安全装置及び破壊板の

基準（昭和51年８月消防庁告示第９号）〔容器弁等告

示〕 

(一財)日本消防設備安全センター 

〇第19条第５項第10号  

〇第20条第４項第４号ロ、同条第５項 

〇第21条第４項第３号ニ、同項第７号ホ(ﾍ)及

び同条第５項  

不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消

火設備及び粉末消火設備の放出弁 

不活性ガス消火設備等の放出弁の基準（平成７年１月消

防庁告示第１号）〔放出弁告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第19条第５項第11号ニ 

〇第20条第４項第10号  

〇第21条第４項第11号  

不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消

火設備及び粉末消火設備の選択弁 

不活性ガス消火設備等の選択弁の基準（平成７年１月消

防庁告示第２号） 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第19条第５項第17号ニ 

〇第20条第４項第13号  

〇第21条第４項第15号  

不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消

火設備及び粉末消火設備の音響警報装

置 

不活性ガス消火設備等の音響警報装置の基準（平成７年 

１月消防庁告示第３号） 
(一財)日本消防設備安全センター 

○第19条第５項第19号イ(ﾊ) 不活性ガス消火設備の閉止弁 
不活性ガス消火設備の閉止弁の基準（令和４年９月消防

庁告示第８号） 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第19条第５項第19号の３  

〇第20条第４項第14号の２ 

不活性ガス消火設備及びハロゲン化物

消火設備の制御盤 

不活性ガス消火設備等の制御盤の基準（平成13年６月消

防庁告示第38号） 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第19条第６項第６号  

〇第20条第５項第３号  

〇第21条第５項第３号  

移動式の二酸化炭素消火設備、移動式

のハロゲン化物消火設備及び移動式の

粉末消火設備のホース、ノズル、ノズ

ル開閉弁及びホースリール 

移動式の不活性ガス消火設備等のホース、ノズル、ノズ

ル開閉弁及びホースリールの基準（昭和51年２月消防庁

告示第２号） 

(一財)日本消防設備安全センター 

〇第21条第４項第９号ハ 粉末消火設備の定圧作動装置 
粉末消火設備の定圧作動装置の基準（平成７年１月消防

庁告示第４号）〔定圧作動装置告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 

第
１
章

 
総
則
 

大
和
市
消
防
用
設
備
等
に
関
す
る
審
査
基
準

 



 

 

 

○警報設備 

省 令 
消防用設備等又はこれらの部分である

機械器具 
告示〔略称〕 登録認定機関 

〇第24条第５号ト及び第５号の２ニ 地区音響装置 地区音響装置の基準（平成９年６月消防庁告示第９号） 日本消防検定協会 

〇第24条の２の３第２項 ガス漏れ検知器 

ガス漏れ検知器並びに液化石油ガスを検知対象とするガ

ス漏れ火災警報設備に使用する中継器及び受信機の基準

（昭和56年６月消防庁告示第２号）〔ガス漏れ検知器告

示〕 

 

〇第25条第３項第１号  火災通報装置 
火災通報装置の基準（平成８年２月消防庁告示第１号）

〔火災通報装置告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第25条の２第３項  
非常警報設備の非常ベル、自動式サイ

レン及び放送設備 

非常警報設備の基準（昭和48年２月消防庁告示第６号）

〔非常警報告示〕 
日本消防検定協会 

○避難設備 

省 令 
消防用設備等又はこれらの部分である

機械器具 
告示〔略称〕 登録認定機関 

〇第27条第１項第11号  

避難はしご 

避難器具の基準（昭和53年３月消防庁告示第１号）〔避

難器具告示〕 

(一財)日本消防設備安全センター 
すべり台 

避難ロープ 

救助袋 

すべり棒 

 避難用タラップ 

避難橋 

避難器具用ハッチ 

避難器具の設置及び維持に関する技術上の基準の細目

（平成８年４月消防庁告示第２号）〔避難器具設置基準

告示〕 

(一社)全国避難設備工業会 

〇第28条の３第６項 

誘導灯 

誘導灯及び誘導標識の基準（平成11年３月消防庁告示第

２号）〔誘導灯告示〕 

(一社)日本電気協会 

中輝度蓄光式誘導標識及び高輝度蓄光

式誘導標識 
(一財)日本消防設備安全センター 

電気エネルギーにより光を発する誘導

標識 

(一社) 日本消防防災電気エネル

ギー標識工業会 
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○消火活動上必要な施設 

省 令 
消防用設備等又はこれらの部分である

機械器具 
告示〔略称〕 登録認定機関 

〇第30条の３第３号イ 

〇第31条第５号ハ並びにニ(ｲ)及び(ﾛ) 
金属製管継手及びバルブ類 

金属製管継手及びバルブ類の基準（平成20年12月消防庁

告示第31号）〔金属製管継手等告示〕 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第30条の３第４号ホ 

〇第31条第４号の２ 
連結散水設備及び連結送水管の送水口 

スプリンクラー設備等の送水口の基準（平成13年６月消

防庁告示第37号）〔送水口告示〕 
(一社)日本消防放水器具工業会 

〇第30条の３第１号へ 散水ヘッドのうち、開放型のもの 
開放型散水ヘッドの基準（昭和48年２月消防庁告示第７ 

号） 
(一財)日本消防設備安全センター 

〇第31条第４号の２及び第６号ロ 連結送水管の放水口及び放水用器具 
屋内消火栓設備の屋内消火栓等の基準（平成25年３月消

防庁告示第２号）〔屋内消火栓等告示〕 

(一財)日本消防設備安全センター 

日本消防検定協会 

○電気設備 

省 令 
消防用設備等又はこれらの部分である

機械器具 
告示〔略称〕 登録認定機関 

〇第12条第１項第４号イ(ﾆ)⑴ キュービクル式非常電源専用受電設備 
キュービクル式非常電源専用受電設備の基準（昭和50年

５月消防庁告示第７号） 
(一社)日本電気協会 

〇第12条第１号第４号イ(ﾎ) 配電盤及び分電盤 
配電盤及び分電盤の基準（昭和56年12月消防庁告示第10

号）〔配電盤等告示〕 
(一社)日本電気協会 

〇第12条第１項第４号ロ(ﾆ) 自家発電設備 
自家発電設備の基準（昭和48年２月消防庁告示第１号）

〔自家発告示〕 
(一社)日本内燃力発電設備協会 

〇第12条第１項第４号ハ(ﾆ) 蓄電池設備 
蓄電池設備の基準（昭和48年２月消防庁告示第２号） 

〔蓄電池告示〕 
(一社)日本電気協会 

〇第12条第１項第４号ニ(ﾛ) 燃料電池設備 
燃料電池設備の基準（平成18年３月消防庁告示第８号）

〔燃料電池告示〕 
(一社)日本電気協会 

〇第12条第１項第４号ホ(ﾛ)ただし書 耐火電線 耐火電線の基準（平成９年12月消防庁告示第10号） (一社)電線総合技術センター 

〇第12条第１項第５号ロただし書 耐熱電線 耐熱電線の基準（平成９年12月消防庁告示第11号） (一社)電線総合技術センター 
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○総合操作盤 

省 令 
消防用設備等又はこれらの部分である

機械器具 
告示〔略称〕 登録認定機関 

〇第12条第１項第８号 

〇第14条第１項第12号 

〇第16条第３項第６号 

〇第18条第４項第15号 

〇第19条第５項第23号 

〇第20条第４項第17号 

〇第21条第４項第19号 

〇第22条第11号 

〇第24条第９号  

〇第24条の２の３第１項第10号  

〇第25条の２第２項第６号  

〇第28条の３第４項第12号 

〇第30条第10号 

〇第30条の３第５号 

〇第31条第９号 

〇第31条の２第10号 

〇第31条の２の２第９号 

総合操作盤 
総合操作盤の基準を定める件（平成16年５月消防庁告示

第７号）〔操作盤基準告示〕 

日本消防検定協会 

(一財)日本消防設備安全センター 

○必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等 

省 令 
消防用設備等又はこれらの部分である

機械器具 
告示〔略称〕 登録認定機関 

〇必要とされる防火安全性能を有する消防の用

に供する設備等に関する省令（平成16年５月

総務省令第92号） 

パッケージ型消火設備 

パッケージ型消火設備の設置及び維持に関する技術上の

基準を定める件（平成16年５月消防庁告示第12号）〔パ

ッケージ型消火設備告示〕 

(一財)日本消防設備安全センター 

〇必要とされる防火安全性能を有する消防の用

に供する設備等に関する省令（平成16年５月

総務省令第92号） 

パッケージ型自動消火設備 

パッケージ型自動消火設備の設置及び維持に関する技術

上の基準を定める件（平成16年５月消防庁告示第13号）

〔パッケージ型自動消火設備告示〕 

日本消防検定協会 

(一財)日本消防設備安全センター 

〇特定駐車場における必要とされる防火安全性

能を有する消防の用に供する設備等に関する

省令（平成26年３月総務省令第23号） 

閉鎖型泡水溶液ヘッド、開放型泡水溶

液ヘッド及び感知継手 

特定駐車場用泡消火設備の設置及び維持に関する技術上

の基準（平成26年３月消防庁告示第５号）〔特定駐車場

告示〕 

日本消防検定協会 
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